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具体的には、金融商品取引法上の「有価証券」（金融商品取引法 2 条 1 項・2
項）に該当する法的ツールに対しては、同法に基づく情報開示規制および業
規制が適用されるということになる。類型的に投資性があり、規制の対象と
する必要性が高いような証券・権利が「有価証券」として限定的に列挙され
ているのである。資金を調達しようとする者が発行することによって資金調
達に利用される、そういった法的ツールには、金融商品取引法上の「有価証
券」として取り扱われるものも少なくない。この点、前述の電子記録移転権
利については、従来から「有価証券」に位置づけられるものではあったもの
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の、法改正により従来よりも重い規制が適用される枠組みの中に組み込まれ
ることになった。
　また、法的ツールの中には取引を仲介する業者だけではなくて、発行者に
も業規制が適用されるものもある。そのような場合には、許認可・登録を受
けることが必要となるなど資金調達ツールの発行者に重い規制負担が生じる
こととなり、事実上、資金調達の用途にそのツールを利用することが困難と
なってしまう。取引実務の進展により、法的ツールの使われ方が変容する中
で、必ずしも規制と実態とが整合しているとは言い難い場面も現れている。
（3）　おわりに
　ここまで資金調達に用いられる法的ツールに関する私法上の規律や規制
の適用関係を鳥瞰してきた。規制を適用するからといって必ずしも使い勝
手が悪くなるというものではなく、利用者保護が図られることによって利
用可能性が高まる面もあり、また私法上の規律が明確に定められていなけ
れば全く使えないというわけでもない。技術の進展などにより新たな法的
ツールが登場する場合には、実態と法制度の両面を含めて、利用者保護を
確保しつつも、資金調達の円滑化が図られる制度設計や実務運用が求めら
れているといえよう。
以　上
